
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

公共土木施設に係る

災害復旧事業と改良復旧事業について

令和3年7月29日(木)

国土交通省 水管理・国土保全局 防災課

災害査定官 犬丸 潤



○災害復旧事業とは，被災箇所を原形に復旧す
ることを目的。原形復旧とは，単なる元どお
りだけではなく、従前の効用を復旧

○不適当な場合には，形状，材質，構造を改良
する等，従前と異なる施設形状で復旧するこ
とができる

－参考－
公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法(昭和二十六年三月三十一日法律第九十七号) （抜粋）
(定義) 
第二条
２ この法律において「災害復旧事業」とは，災害に因って必要を生じた事業で，災害にかかつた施設を原

形に復旧する（原形に復旧することが不可能な場合において当該施設の従前の効用を復旧するための施
設をすることを含む．以下同じ）ことを目的とするものをいう

３ 災害に因って必要を生じた事業で，災害にかかつた施設を原形に復旧することが著しく困難又は不適当
な場合においてこれに代るべき必要な施設をすることを目的とするものは，この法律の適用については、
災害復旧事業とみなす

災害復旧事業の復旧方法
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②大規模な山腹崩落

原位置での原形復旧が困難な場合

→ トンネルで復旧

④｢越水被害｣が発生，背後地の集落、
主要交通幹線路が浸水
原形での復旧が不適当である場合

堤防を嵩上げして復旧

③木橋が全橋被災

原形での復旧が不適当である場合

コンクリート橋で復旧

①広域の地盤沈下，極端な河床の洗掘

原形での復旧が不可能な場合

→ 従前の効用(防災機能など)を復旧

復 旧

被 災
被災前

コンクリート橋で復旧

洪水で木橋が流出

原形と異なる施設形状での復旧
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• 「災害復旧事業」は、被災した施設を原形復旧

（従前の効用の復旧も可能と）するが・・・・・

• 「原形復旧」だけでは
事業の効果を発揮する区間・箇所が限定される

• 「原形復旧」だけでは、
再度の災害に対して防御出来ない区間や箇所を放置
するリスクがある

• 「原形復旧」は、次の改修時に

工事に手戻りが生じることがある

改良復旧事業

災害復旧事業の限界
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再度災害防止に十分とはいえない事例

この画像は表示できません。

越水により護岸
背面が崩壊

原
形
復
旧

復旧した護岸が
越水により再度
被災する

（河川１）
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再度災害防止に十分でない事例

流下能力不足区間・
横断工作物等による
影響で越水、乱流が
生じて、護岸崩壊

被災原因が残って
いるため、復旧し
た護岸が再度被災
する

被災原因の寄州

流下能力不足の橋梁

（河川２）

原
形
復
旧 6



異常な降雨
による橋桁
の落下

復旧後、河川構造令違反の
解消を図る場合、原形復旧
箇所の手戻りが生じる

基準径間長不足

復旧工法が手戻りを生じる事例

（橋梁）

原
形
復
旧 7



公共土木施設が広範囲にわたって激甚な被災を受けた場合， 一
定の計画に基づいて復旧する事業で全額災害復旧事業費で改良
復旧を行う災害復旧（要綱第３・二・ト）

激甚な被災とは、完全決壊した延長が一定計画で復旧しようとする区間の
8割程度以上であること（査定方針)

①国の補助率は2／3以上

【一定災の条件】
①被災が広範囲にわたっていること
通常500ｍ以上（規定はない）

②被災程度が激甚であること

【一定災の特徴】

【留意事項】
①一定災で申請するか、助成もしくは関連事業で申請するか事前に決定

②下流区間への影響の確認

一定災（災害復旧事業）
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平成23年 東日本大震災【福島県:渋佐萱浜海岸】

平成16年以来７年ぶりに採択

海岸堤防延長 ２，７５８．５ｍ
堤防被災延長 ２，５４７．５ｍ
被災率 ９２．４％

東日本大震災での海岸の一定災
岩手県 ２
宮城県 ８
福島県 ７
合 計 １７地区海岸

しぶ さ かいばま

一定災採択事例① 海岸災
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一定災採択事例② 平成29年7月九州北部豪雨
筑後川では、平成29年7月九州北部豪雨により、福岡県から大分県にかけて短時間に記録的
な雨量を記録し、筑後川右岸流域の桂川流域（福岡県）や大肥川(福岡県・大分県)等において、
堤防決壊や河道埋塞により甚大な被害が発生。

①大量の土砂等による埋塞
が著しい施設について、
「全損」として災害査定を実施。

災害査定 改良計画立案 （拡充） ②著しく被害を受けた一連区間について川
幅を拡げるなど一定の計画に基づいて行う
災害復旧事業（一定災）を、土砂等により大
きな被害を受けた今回の洪水対応に活用。

■河川埋塞の場合が対象

※一定災：広範囲にわたって被災し、その被災の程度が激甚であ
り、その被災施設を原形に復旧することが著しく不適当な場合に
おいて、当該災害を与えた 洪水、高潮、波浪、地すべり、崩壊等

を対象として被災後の状況に即応する被災箇所を含む区間全体
にわたる一定計画のもとに施行する必要最小限度の工事

災害復旧事業（一定災）の適用 （拡充）

護岸の被災状況 河道の埋塞状況
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一定災採択事例③ 令和元年東日本台風（宮城県）
宮城県丸森町では、令和元年東日本台風の記録的豪雨により、広範囲で道路の流出、路肩の
崩壊が発生。
一般町道 五福谷北山線では、被害が広範囲かつ激甚であったことから、一定の計画に基づい
て復旧を行う「一定災と」して採択。
今回の被災水位を対象として、冠水をまぬがれるよう縦断計画を改良。

標準横断図

被災水位 復旧高さ

被災前高さ

標準横断図地点被災写真

被災水位

丸森町役場

丸森町役場周辺の冠水状況

（国土地理院撮影）

事業期間：令和元年度～令和３年度

事業概要：盛土工、護岸工、舗装工

事業費 ：２８９，４２１千円

【事業内容】

事業主体：丸森町

事業箇所：宮城県伊具郡丸森町筆甫

路線名 ：一級町道五福谷北山線

事業延長：４３５．２ｍ

い ぐ ぐん まるもりまち ひっぽ

ごふくやきたやません
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越水により、堤防等の施設に被害が生じた場合、被災箇所の原
形復旧に当たり、上下流の河川改修計画と整合性の諮れる範囲
で、堤防の嵩上げ等を実施し、再度災害を防止する。
（要綱第３・（ニ）・ホの運用）

越水させない原形復旧イメージ

一定災以外の特殊な災害復旧事業

越水させない原形復旧

前後施設に合わせる復旧

被災施設に接続する一連の施設の位置、規模、構造等の状況
を勘案して、被災施設を原形に復旧することが著しく不適当な場
合においては、接続施設の位置、規模、構造等に合わせて復旧
することができる。（要綱第３・（ニ）・ル）
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越水させない原形復旧 適用区間

浸水範囲

築堤・盛土区間

掘削区間

被災箇所（区間）が
有堤部であること

(堤防天端高)－(背後地盤高)≧０．６ｍ
（小河川の場合0.3m）

越水が確認できる
箇所であること

痕跡のマーキング、写真が重要

重要な施設の浸水被害
等が発生している箇所で
あること。

適用区間毎に、これ
ら条件を全て満足
することが必要！！

①集落単位上の人家が被災(最低でも２戸以上)
②主要交通幹線路が被災（迂回路の有無も考慮）
③公共施設、農耕地(20ha以上)が被災

「越水させない原形復旧」適用上の条件・留意点

上下流一体となった
抜本的対策の実施
（激特・復緊事業と

セットにする）

改修済（流下能力がある）・
改修計画がある箇所に接続
していること
流下能力図で判断
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「越水させない原形復旧」事例 令和元年災 藤井川（茨城県）

事業期間：令和元年度～令和2年度

事業概要：築堤盛土、護岸工、張芝工

事業費 ：７５，８００千円

【事業内容】

事業主体：茨城県

事業箇所：茨城県水戸市藤井町

路線名 ：一級河川藤井川

事業延長：１６８ｍ

み と し ふじいちょう

ふじいがわ

【越水状況】

【堤防決壊状況】

【概要】

【越水状況】

【浸水状況】

藤井川

令和元年１０月１２日から１３日にかけての台風１９号（東日本台風）により，那珂川流域の茨城県・栃木
県では大雨特別警報が発表されるなど豪雨に見舞われた。
これにより，那珂川の水位上昇に伴い，支川藤井川の水位が上昇し，越水により堤防の決壊が発生し
た。
藤井川の堤防決壊により，浸水面積３２．１ｈａ（うち耕作地２９．３ｈａ），浸水戸数２８戸などの大きな
被害が生じた。
このため，「越水させない原形復旧」を活用し，上下流の堤防の高さに合せた堤防の嵩上げを行い被災
箇所を復旧した。

【位置図】

1:2.01:2
.0

D.H.W.L

H.W.L

復旧堤防高　TP.11.861

計画高水位TP.10.361

被災水位TP.11.66
植生工　張芝（人工芝）

植生工　張芝（野芝）盛土工

標準横断図

国管理 県管理

　　　　　　　　　　　＜山付けのため無堤＞　 　　　　　　　　　　　　　　　＜改良済＞　

←藤井川

県
単

1.2ｍ 168.2m 22.6m

　＜既設堤があり越水無し＞ 　＜既設堤があり越水無し＞

工
兵
橋

藤
井
新
橋 越水させない

原形復旧
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（参考）改良復旧事業について○被災箇所の災害復旧事業のみでは再度災害の防止が十分でない
場合に，被災していない箇所を含む一連区間において，川幅を
広げたり堤防の嵩上げなど、施設機能の強化等を図る事業

改良復旧

改良復旧

改良復旧

緩傾斜堤

被災は部分的であるが、
脆弱部や狭窄部を含む
一連区間で、川幅を広
げたり堤防を嵩上げた
りして、洪水防御機能
を強化

被災していない道路
も含め一連区間で道
路幅を広げ、交通機
能を強化

被災していない箇所を含めた
一連区間で、人工リーフを設置し
たり護岸を緩傾斜とすることで、
海岸の防御機能を確保した上で、
利用機能を強化

改良復旧事業
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災
害
復
旧
関
係
事
業

被災箇所の復旧 単災＜河川等災害復旧事業＞

一定災

被災箇所と周辺
をあわせた一連
の改良

関連＜河川等災害関連事業＞

助成＜災害復旧助成事業＞

小川＜特定小川災害関連環境
再生事業＞

被災箇所上下流
の障害物の除
去・是正

災特＜河川等災害関連特別対
策事業＞

火山の爆発によ
る降灰の除去

降灰除去＜降灰除去事業＞

災害復旧に関する事業

16
改良復旧



災害発生

改良復旧

原形復旧

助成 関連 一定災

改良で支障除去必要 河川環境の創設必要

災特 小川関連

即時対応･現地調査 等

被害広範囲で全壊区間8割以上

工種が河川・海岸

一定計画改良費6億円超える

ＹＥＳ ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ ＹＥＳ

事業選定の検討手順

災害緊急調査
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災害発生

改良復旧事業要望

計画事前調整

災害査定時

改良復旧事業の手続きフロー（関連・助成）

現地調査
（災害費決定）

事前ヒアリング

財務省（主計局）協議

事業採択

事業採択通知

地方公共団体の長→国土交通省

水管理・国土保全局長→地方公共団体の長

年度予算配分要望

年度予算内定通知

年度予算内定通知

年度実施計画審査

補助金交付申請

全体計画審査
（初年度のみ）

水管理・国土保全局長→地方公共団体の長

水管理・国土保全局長⇔地方公共団体の長

水管理・国土保全局長⇔地方公共団体の長
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※一定計画に基づく事業は，上限６億円まで

河川又は海岸，砂防，地すべり，急傾斜地，道路，橋梁において，
再度災害を防止するため，被災箇所あるいは未被災箇所を含む一
連の施設について，災害復旧費に改良費（関連費）を加えて実施す
る改良事業

採択基準（一般基準）

①総工事費のうち災害関連工事費の占める割合が原則として
五割以下（１：１の原則）

②一箇所の災害関連工事費が
都道府県、指定都市：２,４００万円以上
市（指定都市を除く）町村：１,８００万円以上

③原則として他の改良計画がないもの

④災害関連事業によって得られる効果が大であるもの（効果比）

河川等災害関連事業

３年施工

災害関連工事費が1億8千万円以下は現地で決定、その他は本省間協議 19



関連事例（河川災） Ｈ30災 砂川（岡山県）
【概要】

一級河川砂川では、平成30年７月５日から８日かけての梅雨前線豪雨（24時間雨量196mm、時間最大雨量22mm）による水位上

昇により、越水と浸透により堤防の決壊・崩壊が発生し、浸水面積750ha、浸水戸数2,230戸の甚大な浸水被害をもたらした。

災害復旧事業による原形復旧のみでは事業効果が限定されることから、災害復旧と合わせて上下流の脆弱化している堤防を災害

関連事業により改良することで、再度災害の防止を図る。

【事業内容】
事業主体：岡山県

河 川 名：一級河川旭川水系 一級河川砂川

事業箇所：岡山県岡山市東区沼 地内

事業延長：５２２．４ｍ

事業期間：平成３０年度～平成３２年度

事 業 費：４．３億円

（うち改良費１．６億円）

事業概要： 築堤盛土工、護岸工

あさひかわ すながわ

おかやまし ひがしく ぬま

位置図

平面図 標準断面図【左岸】

1
0
0
0

1:2
.0

計画高水位▽7.720

計画河床高▽3.098

張芝

大型平張ブロック護岸工(t=12cm)

裏込砕石
RC-40,t=20cm

遮水シート
シボ付き,t=11mm

築堤盛土

基礎コンクリート

1
0
0
0

DL=0.00

大型平張ブロック護岸工(t=12cm)

遮水シート
シボ付き,t=11mm

裏込砕石
RC-40,t=20cm

基礎コンクリート

張芝

復旧堤防高▽8.34

計画高水位▽7.524

1:2.0

D.H.W.L   ▽8.08

標準断面図【右岸】

川表法面被覆工
（護岸工＋遮水シート）

川表法面被覆工
（護岸工＋遮水シート）

被災写真②

被災写真①

すながわ
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【事業内容】
事業主体 ： 兵庫県宍粟市 事業期間 ： 平成３０年度～平成３２年度

河川名 ： 揖保川水系高野川 事業費 ： １．８億円

事業箇所 ： 兵庫県宍粟市一宮町河原田地内 （うち改良費０．９億円）

事業延長 ： 223.4ｍ 事業概要 ：護岸工、橋梁工、落差工 等

【概要】
平成３０年７月４日から８日の梅雨前線豪雨により、普通河川高野川（宍粟市一宮町河原田地

内）では、洪水による越水により家屋や工場、耕作地の浸水等、甚大な被害が発生した。

災害復旧事業による原形復旧のみでは、家屋等の浸水被害が解消出来ないことから、災害復旧

関連事業により、河道の拡幅（河床掘削）を行うことで、流下能力を向上させ、再度災害の防止

を図るものである。

被災箇所

一宮北中学校

文

出水状況

被災状況
（衝撃による崩壊）

【平面図】 高野川 災害復旧関連事業区間 L=２２３．４ｍ

揖
保
川→

平瀬橋（架替）

河道の拡幅（河床掘削）により
流下能力を確保

河原田公民館
(避難所)

工場

【標準横断図】
河道の拡幅、堤防嵩上げ
により流下能力を確保

河床掘削により河積を拡大

い ぼ が わ たかのがわ

し そ う し いちのみやちょう かわはらだ

たかのがわ し そ う し いちのみやちょう かわはらだ

関連事例（河川災） Ｈ30災 高野川（兵庫県）
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【概要】
平成３０年７月５日から８日の梅雨前線豪雨により，呉市天応町から焼山町において，同時

多発的に大規模な土石流が発生し，下流域である天応地区では，死者１２名，家屋の全半壊等

の甚大な被害が発生した。山峡部にある主要地方道呉環状線においても，土石流による道路の

決壊や斜面崩壊等が発生し通行止めとなり、周辺幹線道路の被災と合わせ地域が孤立した。

崩壊斜面に隣接する斜面は，同等な災害が発生する可能性が極めて高く，また被災した兼用
護岸の隣接箇所についても，河床低下により著しく脆弱な状況にあることから，再度災害防止
を図るため，災害復旧に合わせて改良する。

さらに，被災区間の一部は，狭隘で線形が悪いため，前後の改良区間に合わせ，道路構造令
に規定する規格の範囲において，道路線形改良を含めた道路拡幅（３種４級）を行う。

くれ かんじょうせん

くれ し てんのうちょう やけやまちょう

てんのう

呉市役所

被災箇所
呉市天応町～焼山町

天応
町

焼山
町

天応IC

至 天応町（国道31号）

【横断図】【平面図】

災害復旧事業（親災）

災害関連事業（関連）

至 焼山町

脆弱区間
吹付法枠工

法面対策工の実施に合わせ
道路幅員を拡幅

親災

災害復旧に合わせ，河床低下によ
る基礎の露出箇所に根継工を実施

根継工

関連①

②
①

②

関連

被災
（親災）

未災
（関連）

拡幅

基礎露出箇所に根継工を実施

関連

河床低下
（L=2.3m)

基礎の露出

基礎洗掘
（L=0.8m）

親災

基礎洗掘
（L=0.3m）

基礎洗掘
（L=0m）

親災

被災状況

関連

関連

斜面崩壊

法面対策を脆弱区間も合わせて実施

事業主体：広島県

道 路 名：主要地方道呉環状線

事業箇所：呉市天応町～焼山町

事業延長：1.2km

事業期間：平成３０年度～平成３２年度

事 業 費：約7.5億円

（うち改良費約3.6億円）

工事概要：吹付法枠工、護岸工、橋梁 等

【事業内容】 被災状況

関連事例（道路災） Ｈ30災 呉環状線（広島県）

くれ し てんのうちょう やけやまちょう

くれ かんじょうせん
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【概要】
安駄橋では、平成30年７月豪雨により橋脚４基が流失し６径間中５径間の橋桁が落橋するなど

の甚大な被害が発生した。

災害復旧事業による原形復旧のみでは、事業効果が限定されることから、災害関連事業により河

床洗掘の原因となっていた河積阻害物の低減を図るため、橋脚数の削減や桁下余裕高の確保を行う

などの改良復旧を行うことにより、河川の治水安全度の向上に寄与するとともに市道の安全性や利

便性の向上を図る。

【事業内容】
事業主体：広島市

事業箇所：安佐北区白木町大字三田

橋 梁 名：安駄橋（安佐北１区28号線）

事業期間：平成30年度～平成32年度

事 業 費：4.2億円（うち改良費 2.0億円）

安駄橋

位置 図安
佐
北
区
役
所

【改良計画図】

A1 P1 P2 A2

A1
P1 P2 P3 P4 P5

A2

被災延長 L=50.3m(橋長)

災害関連事業 L=64.4m(橋長)

橋脚4基流失

P1－A2橋桁落橋

橋脚 5基→2基

桁下余裕高の確保

D.H.W.L

D.H.W.L

A1 P1 P2 P3 P4 P5 A2

全景（5径間落橋/6径間）

被災延長 L=50.3m

三篠川

災害関連事業 L=64.4m

P1

A2

三篠川

事業概要：橋長 64.4ｍ

車道幅員 2.5ｍ→5.0ｍ

全幅員 2.9ｍ→6.2ｍ

上部工(PC3径間連結ﾌﾟﾚﾃﾝｼｮﾝﾎﾛｰ桁橋)

下部工(橋脚2基、橋台2基）

関連事例（橋梁災） Ｈ30災 安駄橋（広島市）

あんだばし

あんだばし

あさきたく しらきちょうおおあざみた
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【事業内容】
事業主体 ： 福島県伊達市 事業期間 ： 令和元年度～令和３年度

河川名 ： 一級河川阿武隈川水系山舟生川 事業費 ： 8.2億円

事業箇所 ： 福島県伊達市梁川町地内 （うち改良費4.0億円）

事業延長 ： 1885m 事業概要 ：護岸工、河道掘削 等

【概要】
令和元年東日本台風の豪雨により、一級河川阿武隈川水系山舟生川（伊達市梁川町地内）では、

洪水による溢水により家屋や幹線道路の浸水等、甚大な被害が発生した。

災害復旧事業による原形復旧のみでは、事業効果が限定されることから、災害関連事業により、

河道拡幅や線形改良を行うことで、流下能力を向上させ、再度災害の防止を図るものである。

【平面図】

【標準横断図】

やまふにゅうがわ だてし やながわまち

関連事例（河川災） R01災 山舟生川（福島県）

護岸の被災状況

【位置図】 山舟生川
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【概要】
令和元年東日本台風の豪雨により、宮城県の一般県道丸森梁川線（伊具郡丸森町）では、河

川氾濫による道路の流失や沿線住民の一時孤立など甚大な被害が発生した。

災害復旧事業による原形復旧のみでは、事業効果が限定されることから、ぜい弱な部分も含
めた一連区間において災害関連事業を行い、再度災害防止を図るものである。

また、被災区間の一部は，狭隘で線形が悪いため，前後の改良区間に合わせ，道路構造令に
規定する規格の範囲において，道路線形改良を含めた道路拡幅（３種４級）を行う。

まるもりやながわせん

【事業ｲﾒｰｼﾞ】

【平面図】

事業主体：宮城県

道 路 名：一般県道梁川丸森線

事業箇所：伊具郡丸森町土ヶ森

事業延長：1886m

事業期間：令和元年度～令和３年度

事 業 費：11.4億円

（うち改良費4.5億円）

工事概要：護岸工、舗装工 等

【事業内容】

関連事例（道路災） R01災 丸森梁川線（宮城県）

▼道路の流出状況

▼護岸の被災状況

いぐぐん まるもりまち

つちがもり
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【概要】
中橋では、令和元年東日本台風の豪雨により橋脚２基及び上部工が沈下し、通行止めになるなど

甚大な被害が発生した。

災害復旧事業による原形復旧のみでは、事業効果が限定されることから、災害関連事業により河

積阻害率及び基準径間長を改善するとともに、前後道路の幅員に合わせて拡幅し、河川の治水安全

度の向上と市道の安全性や利便性の向上を図る。

【事業内容】
事業主体：福島県相馬市

事業箇所：相馬市中村川原町

橋 梁 名：中橋（市道高池成田線）

事業期間：令和元年度～令和3年度

事 業 費：4.7億円（うち改良費 2.0億円）

橋長 71.6ｍ

車道幅員 3.45ｍ→4.0ｍ

全幅員 4.0ｍ→5.0ｍ

上部工(3径間連続合成床板橋)

下部工(橋脚2基、橋台2基）

関連事例（橋梁災） R01災 中橋（福島県相馬市）

なかはし

なかむらかわらまち
右岸被災状況全 景 左岸被災状況

たかいけなりたせん
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河川又は海岸において激甚な災害が発生した場合，
再度災害を防止するため災害復旧費に改良費（助成費）を加え，
一定計画のもと実施するものが河川等災害復旧助成事業

採択基準

①都道府県管理の一級河川（指定区間），二級河川，
都道府県，指定都市管理の海岸

②被害激甚で災害復旧工事のみでは十分な効果がないもの

③総工事費のうち助成工事費の占める割合が原則五割以下
で助成工事費が六億円を超えるもの

④原則として他の改良計画がないもの

⑤得られる効果が大であるもの

⑥上下流（前後）に悪影響を与えないもの

河川等災害復旧助成事業

基本4年で施工 助成工事費が30億円を超えると5年施工
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助成工事費の占める割合が原則として五割以下が原則
ただし ○一般被害が激甚であり、

○効果が著しく大きく、

○用地及び補償費が多額の場合等には、

助成工事費が１：１を超えても採択されることもある

効果が著しく大きい場合とは『経済効果の算定』

効果比 ２より大

γ＝（β１＋β２）／α

β１：計画区域内の土木施設等の被害額

β２：計画区域外の効果換算額
（一般施設・公共施設）

α ：助成事業費（全体事業費）

γ ＞ ２

妥当投資額 ＞ 全体事業費

E=(B1+B2)/(I+I/(1+I)n-1+0.005）

B1：計画区域内の既往最近10ヶ年の平均公共
土木施設被害の80%

B2：既往最近10ヶ年の平均一般被害額の内、
助成事業実施による防御の80%

I：利子率＝0.045

河川等災害復旧助成事業

H28改定
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改良復旧事業の事業単位の留意点について

災害復旧助成事業等の事業計画の策定などにあたっては、十分な事業効果が発揮
されるよう、被害のあった複数の河川を１箇所の事業単位とすることができる

なお、上記以外においても、複数河川において事業効果が一体的となる場合については
採択の事例があることから、個別に協議されたい。

◯支川＋本川型
支川に本川を含めて災害復旧助成事業、
災害関連事業の箇所とするもの。

【 H29採択事例】：
大肥川災害復旧助成事業（福岡県）

（大肥川、宝珠山川）
ほうしゅやまがわおおひがわ

◯支川グループ型
支川が複数ある場合に、支川をまとめ
て災害復旧助成事業、災害関連事業の
箇所とするもの。

【 H29採択事例】：
桂川災害復旧助成事業（福岡県）

（桂川、荷原川、新立川、妙見川）
いないばるがわ しんたてがわ みょうけんがわかつらがわ

×：被災箇所 ：改良復旧事業の事業単位

平成29年11月8日 事務連絡 発出
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事業期間 ： 令和元年度～令和５年度

事業費 ： 192.3億円

（うち改良費177.5億円）

事業概要 ： 堤防かさ上げ，河道掘削 等

【事業内容】
事業主体 ： 栃木県

河川名 ： 一級河川利根川水系永野川

事業箇所 ： 栃木県栃木市大平町

事業延長 ： 10.6ｋｍ

【横断図（イメージ）】

【概要】
令和元年東日本台風の豪雨により，一級河川利根川水系永野川（栃木市大平町）では，堤防の破

堤や越水により、家屋や商業施設等の浸水、ＪＲ両毛線の運休など甚大な被害が発生した。
災害復旧事業による原形復旧のみでは事業効果が限定されることから，災害復旧助成事業により，

堤防かさ上げや河道掘削を行うことで，流下能力を向上させ，今次被災流量に対する再度災害防止
を図るものである。

とねがわ おおひらまちながの

助成事例（河川災） R01災 永野川（栃木県）

浸水被害の状況

家屋の被災状況
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▲橋梁の被災状況

事業期間 ： 平成30年度～平成34年度

事業費 ： 94.9億円

（うち改良費78.1億円）

事業概要 ： 河道拡幅，河床掘削 等

【事業内容】
事業主体 ： 広島県

河川名 ： 一級河川太田川水系三篠川

事業箇所 ： 広島県広島市安佐北区

事業延長 ： 18.7ｋｍ

おおたがわ みささがわ

あさきたく

改良復旧計画区間③
2,050m

改良復旧計画区間④
2,900m

改良復旧計画区間②
800m

改良復旧計画区間⑤
1,150m

関
川

河
津
川

栄堂川

三篠川 災害復旧助成事業対象区間 L=18.7km

改良復旧計画区間①
600m

（うち改良復旧区間 L=7.5km）

【平面図】

県管理区間

【横断図（イメージ）】
今次出水位

改修後水位

河道の拡幅・掘削により
改修後の水位が下がり，
家屋浸水を解消

河道拡幅 河床掘削
河道拡幅

今次出水位

改修後水位

【概要】
平成30年７月豪雨により，一級河川太田川水系三篠川（広島市安佐北区）では，溢水や越水によ

る家屋等の流出・浸水や護岸崩壊，橋梁等の損壊といった甚大な被害が発生した。
災害復旧事業による原形復旧のみでは事業効果が限定されることから，災害復旧助成事業により，

河道拡幅や，河床掘削を行うことで，流下能力を向上させ，今次被災流量に対する家屋浸水被害の
解消を図るものである。

おおたがわ あ さ きた くみささがわ

対象箇所

▲護岸の被災状況

▲家屋の被災状況

助成事例（河川災） Ｈ30災 三篠川（広島県）

31



＜助成事業による改築＞
《現況：人工リーフ》 《改良：離岸堤》

改良

当初

【概要】
平成29年9月に台風第18号から変わった温帯低気圧の接近・通過に伴い、白老海岸では異常波浪が来襲し、

人工リーフ全23基のうち16基が被災し、6基の人工リーフにぜい弱化が確認されるなど甚大な被害が発生した。

白老海岸の背後には市街地や国道等があることから、被災した人工リーフについて離岸堤として災害復旧す
るとともに、ぜい弱化した人工リーフについて、今後被害を及ぼす恐れがあるため、災害復旧助成事業により、
未被災箇所を含め離岸堤に改築することで、再度災害防止を図り、地区全体の安全を確保するものである。

【被災状況写真】

【代表横断図】

【平面図】

しらおい

【事業内容】
事業主体 ： 北海道
海 岸 名 ： 日高胆振沿岸 白老海岸
事業箇所 ： 白老郡 白老町

事業延長 ： ２，２００ｍ

事業期間 ： 平成２９年度～平成３２年度
全体事業費： ４５．４億円

（うち改良費７．９億円）
事業概要 ： 離岸堤（N=２２基）

⑬人工リーフ 被災前

⑬人工リーフ 被災状況 被覆ブロック移動・散乱

ひだか いぶり しらおい

しらおい しらおい

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲ ⑳

既設離岸堤

(苫小牧側) (登別側)

＜沖側＞

＜岸側＞

24
00 S46(災害)直立護岸+4.9m

L=870.0m

ク
ッ

タ
リ
ウ

ス
通

S47(災害)直立護岸+4.9m

L=122.0m

(災害) L=417.0m S47(災害) L=121.0m S45(災害) L=328.0m

緩傾斜式護岸 +4.9m

北海道

リハビリテーションセンター

付属病院 特別養護

老人ホーム

民宿共楽
民宿500マイル食事の駅

大水

中華料理

北京飯店
すしの

富士丸かに光かに太郎ランプ亭

かに王

ホテル

ほくよう

温泉旅館

赤富士荘

白老ハイヤー

温泉旅館

ク
ッ

タ
リ

ウ
ス

川
（

普
）

国道３６号

H19（道単）消波工　L=180.0m

緩傾斜式護岸 +4.9m

国道３６号

田淵水産 はまなす会館

かに御殿

ホテルオークラ

スパランド

GS

100.0
25.0

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0100.0
25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0

離岸堤に改築 離岸堤に改築 　　　　　 　　　　　 離岸堤に改築

白老海岸 災害復旧助成事業区間 L=2,200m
離岸堤に改築

：助成事業による改築

：災害復旧事業
とまこまい のぼりべつ

しらおいかいがん

㉑ ㉒ ㉓

①～㉓：
既存の人工リーフ

国道36号

助成事例（海岸災） Ｈ29災 白老海岸（北海道）
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改良復旧事業 災特＜河川等災害関連特別対策事業＞

改良復旧事業による復旧効果の確保に
支障となる原因を除去

寄州、屈曲部などの自然の障害物、橋梁、堰等の工作物に
よってせき上げ

→ 改良復旧の効果の確保に支障
→ 障害物の除去・是正
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■採択のポイント

・直上下流において助成事業又は関連事業が採択

・災特事業と関係改良事業との距離は，おおむね200ｍ

・他の改良計画がないもの、かつ得られる効果が大

・工事費は、原則として関係改良事業の災害復旧費の

範囲内とし、1,600万円以上（ただし、市町村1,200

万円以上）１億円未満

・災特事業の現地調査は、助成事業又は関連事業と同

時に行う。また、関連事業がミニ関の場合は、災特

の調査額も現地調査時に調査額を決定し、助成又は

本関（親災が保留）の場合は、本省間により決定す

る。

災特＜河川等災害関連特別対策事業＞

34



災特事例 H20災 梅谷川（岐阜県）

河川等災害関連事業 L=1,361.5m

府中小学校

河川等災害関連特別対策事業 L=253.5m

被災状況

豪雨に伴う異常出水により護岸が被災。河川からの越水氾濫による浸水面積約40ha、床上浸
水２戸、床下浸水３戸、県道、町道が冠水。
洪水を流下させる上で支障となる区間の改良を実施、災害関連事業と一連で効果を発現。

標準断面図

河床掘削

取水堰改築

災害関連区間河川等災害関連特別対策事業区間

L=253.5m

取水堰改築

河床掘削 35



未被災箇所の改良

脆弱箇所の改良

環境に配慮

改良復旧事業 小川関連＜特定小川災害関連環境再生事業＞

環境に配慮した川づくりができる ３カ年 ½補助
背後地に市街地、学校、公園、病院、史跡 歴史的記念物、文化財、貴重種が確認

流下能力が100m3/s以下、川幅30m未満 36



改良復旧断面

小川関連事例 Ｈ16災 木賊川(岩手県)
と くさ

【事業内容】
河川名 ：一級河川 木賊川
事業箇所：盛岡市みたけ地内外
延 長 ：L=285.2m
事業期間：平成16～19年度
事業費 ：１．０億円（内改良費 0.4億円）

工事概要：緩傾斜護岸工、丸太格子工、散策路 等

完成直後 H26 撮影
被災状況
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被災区間、またはこれ
に接続する未被災箇
所を含めた区間を階段
護岸等の親水護岸で
復旧し、その一連区間
の河積の拡大を図る。

H13捫別川小川関連（北海道）
もんべつ

H8如来堂川小川関連（青森県）
にょ らい どう

小川関連事業の採択事例
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１）被災を繰り返している箇所

２）隣接に脆弱な残存施設

４）改良復旧と補助復緊・直轄復緊の活用

５）改良復旧によって得られる効果が大

３）手戻りが想定される施設

改良復旧事業を活用する上での留意点
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被災をもたらした洪水を対象とした災害復旧及び改良
復旧を行う際に、その下流部で流量増加対策が必要
となる区域について、概ね４年間で緊急的かつ集中的
に改修工事を実施するものです。
（治水特別会計、平成１１年度より）

河川災害復旧等関連緊急事業
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白
鳥
橋

＜ 5 9 0 ＞
3 2 0

3 0

Δ Q
U
= 4 0

8 0

Δ Q d = 9 0

1 3 0

6 0

復 緊 事 業

L ＝ １ , ９ ０ ０ m

災 害 助 成 事 業

L ＝ １ , １ ０ ０ m

牟
田
川
残
流
域

大
佐
野
川
合
流

鷺
田
川
合
流

現 況 流 下 能 力

2 3 0

＜ 4 9 0 ＞
2 8 0

2 0 0

＜ 4 3 0 ＞
1 7 0

＜ 1 9 0 ＞
9 0

事業メニュー 概算事業費

河床掘削

護岸

築堤

久保田第2堰改築

下川原橋、落合橋架替

用地補償

その他（諸経費等）

25億円

事業メニュー 概算事業費

堰改築（一ノ瀬堰、下大利堰）

堰撤去（旧一ノ瀬堰、脇田堰）

掘削、護岸

用地補償

その他（諸経費等）

30億円

助成事業
復緊事業事業メニュー 概算事業費

河床掘削

護岸

築堤

鉄道橋

道路橋

堰

用地補償

その他（諸経費等）

約498億円

激特事業

復緊事業の概要（例）
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平成30年6月の改定において、改良復旧事業の明確化を図り、河道
計画の考え方を取り入れた内容に改定したほか、多自然川づくりア
ドバイザー制度の活用を明記

美しい山河を守る災害復旧基本方針（H30.6改定）

1. はじめに
2. 河川における災害復旧の基本的な考え方
2.1 基本的な考え方
2.2 河川における災害復旧のポイント
2.3 復旧工法検討の流れ
3. 現地調査と河川特性及び被災原因の把握
3.1 河川特性の把握
3.2 被災原因の分析
3.3 河川環境の把握
3.4 周辺環境の確認と重点箇所の判定
3.5 災害復旧箇所河川特性整理表(A表)の作成
4. 護岸工法
4.1 護岸工法の考え方
4.2 設計流速算定表(B表)の作成
4.3 法覆工
4.4 基礎工
4.5 根固工
4.6 根継工
4.7 天端工･天端保護工､小口止め､水抜きパイプ等の付帯工
4.8 覆土・寄せ石
4.9 申請工法概要の記入とチェックリストの活用
5. 水制
6. 床止め
7. 施工及びフォローアップ
7.1 施工時の留意点
7.2 施工時に期待される工夫
7.3 フォローアップ(施工後のチェック､モニタリング)

平成26年版
1. 総論
1.1本資料の位置付け
1.2災害復旧の基本的な考え方

2. 災害復旧事業
2.1基本的な考え方
2.2河川における災害復旧のポイント
2.3復旧工法検討の流れ
2.4河川・環境特性及び被災原因の把握等
2.5護岸工法
2.6水制
2.7床止め
2.8施工及びフォローアップ

3. 改良復旧事業
3.1改良復旧事業のポイント
3.2改良復旧事業の検討の流れ
3.3河川・環境特性及び被災原因の把握
3.4改良計画区間および改良計画流量の設定
3.5河道計画の考え方
3.6河畔樹木に関する基本的な考え方
3.7管理用通路等に関する検討
3.8改良復旧計画書の作成
3.9施工及びフォローアップ

平成30年版

新たに
追加⇒

新たに
追加⇒

平成26年
版を踏襲

＜目次構成＞
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河道計画の考え方を取り入れた内容に改定

① 法線 : 法線は現況流路を基本とする

② 流速 : 流速の増加を避ける(拡幅を基本とする)

③ ｽﾗｲﾄﾞﾀﾞｳﾝ : 掘削する場合はｽﾗｲﾄﾞﾀﾞｳﾝを基本とする

④ 片岸拡幅 : 片岸拡幅を基本とする

⑤ みお筋 : 拡幅する際には「みお筋」を意識する

⑥ 河床幅 : 河床幅を確保する

※「中小河川に関する河道計画の技術基準」が示すポイントを参考

美しい山河を守る災害復旧基本方針（H30.6改定）
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（１）対象事業（必須）

・河川激甚災害対策特別緊急事業

・河川災害復旧等関連事業緊急事業

・河川等災害関連事業
（一定計画に基づいて実施するもの）

・河川等災害復旧助成事業

災害の規模、従前の河川環境の状況等を踏まえ、以下の事業
においても、必要に応じ、本制度を活用することができる。

・河川等災害関連事業（関連）（(１)に該当するものを除く）

・河川等災害復旧事業（単災）

多自然川づくりアドバイザー制度
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結果連絡

多自然川づくりアドバイザー制度
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